
 

（参考

 

 20

全国の

ネル

ての原

2012

こと

 

１． 

 日本

響を受

日本は

加であ

「弱い

の放棄

 

２． 

日本

集約型

CO2排

 

３．

 原子

約 10

考資料） 

原発停止

11 年 3 月に

の 50 基の原

ギー政策を大

原発は停止

2 年の CO2排

を正当化する

日本は京

本の京都議定

受けた 2011

は目標を達成

あり、京都議

い」目標とい

棄であって、

これま

本はこれまで

型の発電シス

排出は、あわ

日本の原発

子力発電の利

0％（1990 年

止は、日本

に、東日本大

原発の運転停

大きく揺るが

した状態にあ

排出は増えて

る理由にはな

京都議定書

定書の目標

1、2012 年が

成できる見込

議定書目標と

いう以前に、

、いかなる理

で、日本の

で、原発推進

ステムである

わせて増え続

発利用は、一

利用は、温暖

年 9.6％、20

Primary E

CO2 emissio

Nuc

本の弱い目

大震災に伴っ

停止という事

がすものとな

ある。急激な

ている。しか

ならない。そ

の第 1 約束

（2008～201

が含まれるが

込みである。

と比べて、9.

、排出実績か

理由でも擁護

CO2排出量は

進政策を進め

る。原発の増

続けてきた。

一次エネルギ

暖化対策とし

010 年 11.3％

Energy Supply

ons 

clear Power cap

1 

目標を正当

て起こった

事態を招き、電

なった。現在

な原発停止に

かしそのこと

そのわけを以

束期間を達成

12 年）は 6％

が、京都メカ

3.8％削減

.1％も増加さ

からの「逆行

護されるもの

は、原発の

めてきたが、

増設の歴史は

 

ギー供給の約

して考えるべ

％）を占める

pacity 

当化する理

福島第一原発

電力の 26％を

在もなお、安

に伴う化石燃

は、日本の

以下に述べる

成する見込み

％削減（199

カニズム、森

（05 年比）は

させることに

行」目標であ

のではない。

推進ととも

原発は、火

は、エネルギー

約 10％程度

べき国内のエ

るにすぎない

20

理由には

発事故（4 基

を原発に頼っ

安全審査の過

燃料の増加に

2020 年目標

る。 

みである。 

90 年比）であ

森林吸収の活

は、90 年比

になる。この

あり、かつ気

 

に増えてき

火力発電所と

ー消費拡大の

 

を占めてい

エネルギー供

い。（発電電力

013 年 11 月

はならない

基）は、その

ってきた日本

過程にあり、

によって、20

標を大幅に弱

あった。震災

活用を織り込

でみると 3.

のような大幅

気候変動への

きた。 

とセットの大

の歴史と重な

るに過ぎな

供給全体にお

力量に占める

15 日 

い 

の後の

本のエ

すべ

011・

弱める

災の影

めば、

1％増

増は、

の対応

大規模

なり、

ない。 

いて、 

る割合



 

だと、

 

４．

90

ーマ

れまで

ていた

石炭利

 

５．

 原発

て 7.

、1990 年 2

90 年以降、

年以降、政

ンショックの

での原発推進

たためである

利用の増加が

福島の事故

発の停止によ

5％増加して

Coal

7.3％、201

温暖化対策

政府は、温暖

の影響が出る

進計画は常に

る。その埋め

が主な要因で

故後 CO2排出

より、2011 年

ている。しか

l 

0 年 28.6％）

国内エネ

策として原発

暖化対策の切

る前まで、C

に過大で、計

め合わせをし

で大幅に増加

は増えてい

年・2012 年

かし、現状で

Nuclea

2 

）。 

ネルギー供給

発が推進され

り札として原

CO2 排出は一

計画通りに実

てきたのが化

加した。原発

いるが、省エ

年の発電所の

は効率の悪い

ar 

給の内訳 

れたが、CO2

原発推進を位

一向に削減さ

実施されたこ

化石燃料であ

発推進は石炭

エネ・再エネ

CO2排出量

い小規模のガ

Nuclear sh

2は減らなか

位置づけたが

されなかった

ことはなく、

ある。90年代

炭推進と表裏

 

ネにより数年

量は、事故前の

ガスタービン

hutdown impact 

 

かった 

が、それでも

た。なぜなら

最初から破

代のCO2排出

裏の関係にあ

年で改善で

の 2010 年と

ンや石油火力

も、リ

ら、こ

破綻し

出は、

る。 

きる。 

と比べ

力など



 

によ

目標は

善す

日本の

お実現

 

① 省

(

 

(

 日本

の例に

らの技

すれ

い。

 

発電 

産業 

って発電を行

は、この状況

ることができ

の CO2排出

現することが

省エネによる

（製造業 60

(a) 省エネ法

ど上積の

依存して

定してお

てはいる

クを達成

減量は、

れらの削

ため、2

(b)さまざま

本は、「省エ

にあるように

技術は、まだ

ば、削減を大

これらの対策

行っており、

況が 2020 年

きる。取りう

は、2020 年

ができる。 

る削減（削減

000 万トン・

法ベンチマー

の検討をして

ているままで

おり（偏差値

るが、義務で

成すると試算

素材系 4 業

削減は見込ん

020 年までの

な省エネの余

エネ世界一」

に、この 20

だ産業や業務

大きく引き出

策を積み上げ

LNG コンバイン

による、25～

電炉への転換

、石炭の利用

年まで続くと

うる対策は多

年までに原発

減量・約 3.8

家庭 3000 万

ーク：政府は

ていない。ま

である。政府

値 60 程度で

ではなく、目

算するだけで

業種だけで 2

んでいない。

の達成は困難

余地 

と言われ、

年程度の更

務などにおい

出すことがで

げれば、202

ンドサイクル発

30％の発電用

換。 

3 

用も原発事故

という想定に

多くあり、以下

発事故前の水

億トン（20

万トン・業務

はこれまで十

また、事業者

府の省エネ法

であり、BAT

標年次も不

で、下図のよ

2800 万トン

なお、省エ

難なことでは

これ以上削減

なる省エネ技

いて十分に導

できるが、そ

0年までの省

発電により 40

燃料の削減

故前と変わら

に近いが、実

下に例示する

準よりも大き

010 年比））

7000 万トン

数年間、省エ

の省エネの奨

では、主要業

ではない）、

明である。仮

うな削減率の

の追加削減と

ネ法ベンチマ

はない。 

減余地はない

技術の進展は

導入されてい

それらは政府

省エネが大き

0％→50％以上

らず高いまま

実際には、20

るだけの対策

きく引き下げ

・運輸 6000

エネ見込み量

奨励も、自主

業種のベンチ

、その達成を

仮にこの省エ

の達成が見込

となるが、政

マークは、最

いと考えられ

は目覚ましい

いない。各部

府では十分に

きく見込める

上の発電効率（

まである。政

020 年前には

策をとるだけ

げ、25％削減

万トン） 

量に関してほ

主的な取り組

チマーク基準

を促すように

エネ法ベンチ

込まれる。そ

政府は省エネ

最高水準では

 

れがちだが、

い。しかし、

部門で技術が

に検討されて

る。 

高位発熱量）の

政府の

は、改

けで、

減もな

ほとん

組みに

準を設

になっ

チマー

その削

ネにこ

はない

以下

これ

が普及

ていな

の達成



4 
 

個別機器の効率向上のみならず、インバータ化技術、排熱回収技術、熱のカスケード利

用、蒸気系の断熱、さらに、台数制御、オーバースペック分の排除等による、システム

全体の効率向上 

産業・業務 LED 導入による省エネ 

石油危機以降の冷凍空調の更新による機器の効率向上 

クリーンルームやデータセンターなどの温度湿度設定範囲調整。 

（組み合わせによるエネルギー消費 30～40％の削減事例） 

家庭・業務 建築の断熱・遮熱技術、BEMS・HEMS・CEMS によるエネ情報と需給管理制御の改善、コ

ミッショニングによる最適設備更新への効果 

運輸 ハイブリッド車、低燃費車、電気自動車の普及 

 

② 再生可能エネルギーの導入（削減量・約 4000 万トン（2010 年比）） 

2011 年に成立した固定価格買取制度を受け、日本でもようやく再生可能エネルギーの導

入が加速されつつある。昨年政府がまとめた「革新的エネルギー環境戦略」では、再生可

能エネルギーの見通しとして 2020 年に 1,800 億 kWh（2010 年の 1.7 倍）、2030 年に 3,000

億 kWh（2010 年の 3 倍）としている。省エネによる電力需要の抑制とあわせ、再エネの割

合を大きく増やすことが可能となる。これまでにいくつかの市民団体が示したシナリオで

は、2020 年で 29～43％、2030 年で 52～63％に拡大できると試算されている。その通過点

として、導入目標を立て、政策的に後押しをすることで、2020 年までに再生可能エネルギ

ーを大幅に増やしていくことができる。 

 

③ 天然ガスシフトと石炭利用の抑制 （削減量・7000 万トン（2010 年比）） 

日本では、温暖化対策として高効率石炭火力発電を進められているが、現在稼働されて

いる石炭火力発電所には老朽発電所も多く、効率はさまざまであり、気候変動への悪影響

は甚大であるが、燃料転換や効率向上を促すキャップ＆トレードの排出量取引制度や排出

基準等の施策はない。今後、2020 年までに効率の悪い老朽石炭火力発電を順次止め、天然

ガスへシフトしていくことで、削減を引き出すことが可能である。 

 

６．国民は原発を支持しておらず、原発の再稼働を見込む計画は、必ず破綻する。 

 政府は、原発が止まっているため排出削減が難しく、原発が再稼働すればさらに削減を

上乗せすることができると考えているが、原発を推進する政策を織り込めば、その他の対

策を遅らせるだけであり、さらに、福島事故後の国民の原発への不信・不安は強く、原発

の再稼働や推進は、今まで以上に計画倒れになる恐れが高く、それを前提にした温暖化対

策も計画倒れになってしまう。そのような不確定な技術に依存した温暖化対策は適切では

ない。 

 

７．原発を再稼働しないことによる経済負担が強調されるが、震災後は、化石燃料の輸

入価格の上昇が負担を拡大させている。 

下図の通り、2011・2012 年は、化石燃料の輸入量が増えてはいるが、輸入量よりも、輸

入価格の高騰が経済的負担を大きくしている。すなわち、原発が止まった代償というより
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